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危機管理体
制の強化

自主防災組織の結成割合(％） 85.5 88.0 88.9 a
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達成度 [達成状況に関する背景・要因]

　実績値は年度により変動がある。平成２７年度は、ハザードマップを全世帯に配布し、土砂災害危険地区や洪水に
よる浸水想定区域をより多くの市民が認識した。また、土砂災害や洪水による浸水が想定される地域を対象として市と
地域住民が一緒になって防災訓練を実施した。これらにより市民の災害に対する危機意識が高まり「防災面で安全・
安心であると考えている市民の割合」が下がったものと考えられる。
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防災対策に対する満足度を
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出展：市民アンケート

問：花巻市は、地震や水害など

の自然災害に対する防災・減災

対策について安全・安心である

と思いますか？
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　ハザードマップの全戸配布や地域と行政が一緒になって実施している避難訓練
などにより、市民の自然災害時の避難の意識が高まっている。
　その一方、備蓄に対する意識が東日本大震災以降年々低下してきていることか
ら、広報や自主防災組織の研修会、出前講座、コミュニティＦＭ等により備蓄を積極
的に呼びかけ備蓄に対する意識を高める必要がある。
　消防団は将来を見据えた組織の見直しを図ることが重要課題であることから、地
域の特性を捉えた事業展開を併せた検討が必要である。
　市民の応急手当講習会では、今まで以上に、救急現場に居合わせた人によって
行われる心肺蘇生法が傷病者の現場復帰につながる重要な処置であることを訴え
ていくことが必要である。

政策の
目指す姿

災害やさまざまな危険から守
られ、暮らしています

政策の方針

地震や風水害をはじめとした自然災害のほか、事故や火災など予期せぬ様々な危険から市民の生命や財産を守るために
は、東日本大震災の経験を生かすなど、日頃からの備えが必要です。そのために、地域と行政が連携した危機管理体制を
強化するとともに、水害や土砂災害など自然災害防止のための対策を進めます。また、消防、救急救助体制の強化を図りま
す。

及川　牧雄
施策

主管課
防災危機管理課

施策主管
課長名
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５　政策を構成する施策一覧

Ｈ27 C

[課題]
・救急車到着時間が、横ばい状態で目標値を達成していないことから、増加する携帯電話の通報要領・受理要領について検討が必要
である。
・応急手当啓発ＰＲを継続しているものの実施率が若干低下傾向であることから、応急手当の必要性、重要性について市民の理解を深
める方法の検討が必要である。
・救急救命士養成計画に示されている目標人数に達していない。

[今後の方向性]
・救急車の適正利用と携帯電話１１９番通報の要領について、広報誌やコミュニティＦＭ等の活用を継続しＰＲするとともに、応急手当講
習会や防火講話会等での指導、携帯電話の位置情報システムの活用及び、家庭内等での固定電話活用について啓発を図る。
・応急手当の実施率向上については、１１９番受信時に応急手当の口頭指導により家庭内での応急手当充実を図る。
・救急救命士養成については、年次計画に基づき救急救命士養成研修所へ派遣する。

4

施策名 救急救助体制の強化
施策の成果指標の

達成状況
Ｈ26 B

Ｈ27 C

[課題]
・「たき火」や「草焼き」などに起因した出火原因が半数近く占めていることから（50件中24件）、屋外における火の取扱いに関する注意喚
起が必要。
・団装備や施設の老朽化により、修繕等のランニングコストが増加傾向にあることから、効率的かつ効果的な修繕が必要。
・少子高齢化、就業構造の変化などにより、消防団員の確保が困難になってきていることから消防団組織の再編が必要。

[今後の方向性]
・消防団、婦人消防協力隊及び自主防災組織等の連携を図りながら、火災件数の抑制と被害軽減に向けた広報活動を推進し、市民の
防火意識の高揚を図る。
・長寿命化を意識し、予防修繕及び定期的なメンテナンスを実施することで、経費の節減を図る。
・再編は、消防団の効率的な組織体制を構築するための方策であるが、急激的な組織再編により消防団活動に支障をきたさないよう、
段階的に協議を重ねて行き、その取組みを行政がバックアップする。
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施策名 消防力の強化
施策の成果指標の

達成状況
Ｈ26 C

Ｈ27 C

[課題]
・更新したハザードマップを全世帯に配布することにより新たな浸水想定区域や土砂災害危険区域等の災害に関する情報を市民に十
分周知する必要がある。

[今後の方向性]
・広報やコミュニティＦＭ、出前講座、リーダー研修会等あらゆる機会を通じて災害に関する情報を提供し、また備蓄や避難対策など防
災に対する啓発を行うとともに、地域の災害特性に応じた防災訓練を市と地域及び関係機関が連携して実施することにより自主防災組
織の災害対応力の向上を図る。
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施策名 自然災害対策の強化
施策の成果指標の

達成状況
Ｈ26 B

・広報やコミュニティＦＭ、出前講座、リーダー研修会等あらゆる機会を通じて災害に関する情報を提供し、また備蓄や避難対策など防
災に対する啓発を行うとともに、地域の災害特性に応じた防災訓練を市と地域及び関係機関が連携して実施することにより自主防災組
織の災害対応力の向上を図る。

A Ｈ27 B

[課題]
・防災訓練や防災知識の啓発活動など自主防災組織の活動を充実する必要がある。
・災害時に市民に情報を伝達するためＦＭ難聴世帯を解消する必要がある。
・災害時に地域に十分な物資を速やかに供給できる体制が必要である。

[今後の方向性]
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施策名 危機管理体制の強化
施策の成果指標の

達成状況
Ｈ26
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